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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

(注) １ 当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間等に係る主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 第20期中の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、新株予約権の残高がありますが、当社株式が非上場・非登

録であり、期中平均株価の算出が困難である為記載しておりません。第21期中、第22期中及び第21期の潜在株式調整後１

株当たり中間（当期）純利益については、1株当たり中間（当期）純損失であるため記載しておりません。 

４ 平成16年6月16日付で普通株式1株につき普通株式３株の割合で株式分割を行っております。なお、第20期中間会計期間の

1株当たり中間純利益及び第20期の1株当たり当期純利益は、株式分割が期首に行われたものとして計算しております。 

５ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

６ 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため、記載しておりません。 

  

回次 第20期中 第21期中 第22期中 第20期 第21期 

会計期間 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

売上高 (千円) 1,091,154 364,429 105,365 2,250,290 974,434 

経常利益又は経常損失
（△） 

(千円) 303,984 △142,649 △260,680 527,293 △143,321

中間(当期)純利益又は中
間（当期）純損失（△） 

(千円) 193,999 △86,816 △265,007 334,337 △260,313

持分法を適用した場合の 
投資利益 

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 387,050 585,950 589,222 585,950 585,950 

発行済株式総数 (株) 22,920 25,520 25,707 25,520 25,520 

純資産額 (千円) 1,409,447 1,927,316 1,451,978 2,072,942 1,710,441 

総資産額 (千円) 2,326,687 2,601,461 2,134,743 2,923,794 2,428,009 

１株当たり純資産額 (円) 61,494.23 75,521.79 56,481.82 80,623.91 67,023.56 

１株当たり中間(当期)純
利益又は中間（当期）純
損失（△） 

(円) 8,464.20 △3,401.88 △10,358.34 13,718.67 △10,200.35

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― 13,615.00 ―

１株当たり配当額 (円) 1,700 1,700 ― 3,400 1,700

自己資本比率 (％)  60.6 74.1 68.0 70.9 70.4 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △179,301 △280,969 △220,672 △382,314 △32,358

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △25,044 △116,759 △34,906 △36,576 △77,877

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △82,990 △72,744 64,495 395,328 △139,589

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(千円) 1,134,183 926,279 959,062 1,395,410 1,149,037

従業員数 (名) 46 48 46 47 47 



２ 【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社が営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

該当事項はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成18年９月30日現在 

(注) 従業員数は、就業人員であります。 

  

(2) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

従業員数(名) 46 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間会計期間に於ける日本経済は、原油価格高騰があったものの、自動車等の輸出や個人消費に支えられ景気

回復は堅調に推移致しました。しかしながら当社の参画しております半導体産業は、液晶等の薄型テレビ等最終商

品であるデジタル家電等の大幅な販売価格ダウンにより、利益幅の点ではプラスにはなりませんでした。 

半導体装置産業は、常に新しい技術革新が求められます。現在、当社の販売主力製品である65nm向けマスク寸法

測定装置におきましては、技術的に成熟期をむかえ、当中間会計期間のマーケットは競合他社との競争が激化した

状況で推移しました。 

 このような状況のもと、当中間会計期間におきましては、先行するデバイスメーカーが寸法測定装置の技術選定

を終了し、発注の最終段階に来ておりますので、今後の売上に貢献できるものと考えております。 

 上記の結果、当中間会計期間売上高105百万円（前年同期比71.1％減）、経常損失は260百万円（前年同期は142百

万円の経常損失）、中間純損失は265百万円（前年同期は86百万円の中間純損失）となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前事業年度末に比べ189百万円減少

し、959百万円となりました。 

 当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

 (営業活動によるキャッシュ・フロー) 

   営業活動の結果使用した資金は220百万円(前中間会計期間比21.5％減)となりました。 

  これは、主に仕入債務の減少により149百万円増加した一方で、税引前中間純損失264百万円の発生と、たな卸資

産の増加70百万円によって減少したことなどによるものです。 

 (投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動の結果使用した資金は34百万円(前中間会計期間比70.1％減)となりました。 

これは、主に固定資産の取得によるものであります。 

 (財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動の結果得られた資金は64百万円(前中間会計期間に使用した資金72百万円)となりました。 

これは、主に長期借入金の借入によるものであります。 

  

  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間会計期間における生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 
  

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 

当中間会計期間における受注実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 
  

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 販売実績 

当中間会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 
  

(注) １ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 
  

  

事業部門 生産高(千円) 前年同期比(％) 

製品 
 EMU(マスクCD-SEM)等 

274,147 63.9 

その他 
 保守サービス・他 

73,258 83.4 

合計 347,405 67.2 

事業部門 受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％) 

製品 
 EMU(マスクCD-SEM)等 

178,037 40.7 188,611 87.7 

その他 
 保守サービス・他 

110,287 115.7 110,108 149.8 

合計 288.325 54.1 298,719 103.5 

事業部門 販売高(千円) 前年同期比(％) 

製品 
 EMU(マスクCD-SEM)等 

─ 0.0 

その他 
 保守サービス・他 

105,365 88.7 

合計 105,365 28.9 

相手先 

前中間会計期間 当中間会計期間 

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％) 

OESS Corporation ─ ─ 14,681 13.9

大日本印刷㈱ ─ ─ 11,892 11.3 

Taiwan Semiconductor 
Manufacturing Co.,Ltd. 

222,740 61.1 ─ ─ 



２ 主な地域別の販売実績及び当該販売実績に対する割合 

  ( )内は総販売実績に対する輸出高の割合であります。なお、輸出販売高には、国内会社を販売先とし、最終引渡先を海

外とする取引が含まれております。 

  

  

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

輸出先 

前中間会計期間 当中間会計期間 

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％) 

米国 32,433 10.9 14,681 31.4 

アジア 264,932 89.1 31,889 68.2 

欧州 72 0.0 192 0.4 

合計 
297,437 
(81.6％) 

100.0
46,763
(44.4％) 

100.0



３ 【対処すべき課題】 

当中間会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はありま

せん。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社は、半導体産業の最先端技術の要求に呼応するために継続的な性能向上が必要です。当中間会計期間は、平

成17年8月に発表したEMU-270 "Wind-SEM"をさらにレベルアップし、競合他社に対する優位なポジションを確保す

るべく、(1)レジストマスクを含む多様なマスクに対応可能なシステム開発、(2)EMU-270の最大の特長であるCAD-

Link自動測定のスループット改善、(3)新方式パレットの採用とステージ平面性の改良による測定精度およびスルー

プット改善、(4)MCP検出器の改良によるSEM画質向上を行い、また前期より進めている、(5)二次電子画像シミュレ

ーション技術開発、および、(6)ステージの無塵化と耐久性改善試験を継続しております。さらに2008年に予定され

ている次期Mask CD-SEM開発のために、(7)高分解能電子カラム、また、(8)大学との共同研究による高輝度電子源の

開発を進めております。 

新製品のDIS-05についてもあらたに画像測定ソフトウエアを開発し高機能化を進めています。 

 当中間会計期間における研究開発費の総額は140百万円です。 

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

前事業年度末において、計画中又は実施中の重要な設備の新設、除却等はありません。 

また当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

平成13年改正旧商法280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次の通りであります。 

（平成15年6月27日 定時株主総会決議） 

  

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 102,000 

計 102,000 

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年12月19日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 25,707 25,707
ジャスダック証券
取引所 

―

計 25,707 25,707     

  
中間会計期間末現在
(平成18年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年11月30日) 

新株予約権の数      1,169個 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数      1,169株 同左 

新株予約権の行使時の払込金額 １株につき 35,000円 同左 

新株予約権の行使期間 
平成18年６月28日から
平成23年６月27日まで 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格  35,000円
資本組入額 17,500円 

同左 



  

(注) １ 提出日の前月末現在の新株予約権の数、株式の数、払込金額、発行価格及び資本組入額については、平成16年６月16日付

の株式分割（普通株式1株に対し普通株式3株の割合）に伴う調整を行っております。 

２ 当社が株式の分割または併合を行う場合、新株予約権の目的となる株式の数は次の算式により調整し、調整により生ずる

１株未満の端数は切り捨てるものとします。 
  

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 
  
３ 当社が株式の分割または併合を行う場合、新株予約権の行使により株式を発行または移転する場合の株式の発行価格は次

の算式により調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとします。 
  

  
４ 当社が時価を下回る払込価額で新株の発行または自己株の処分をする場合は、新株予約権の行使により株式を発行する場

合の株式の行使価格は次の算式により調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとします。 
  

  
５ 上記のほか、細目については取締役会決議に基づき、当社と対象取締役または対象従業員との間で締結する「新株予約権

割当契約」に定めております。 

  

  
中間会計期間末現在
(平成18年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年11月30日) 

新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権は、発行時に
割当を受けた新株予約権
者においてこれを行使す
ることを要する。 

② 新株予約権発行時におい
て当社の取締役または従
業員であった者は、新株
予約権行使時においても
当社の取締役または従業
員であることを要する。
ただし、任期満了による
退任、定年退職その他正
当な理由のある場合なら
びに相続により新株予約
権を取得した場合はこの
限りでない。 

③ 新株予約権者が死亡した
場合は、相続人がこれを
行使することができる。
かかる相続人による権利
行使の条件は、後記④の
契約に定めるところによ
る。 

④ その他の権利行使の条件
は新株予約権発行の取締
役会決議ならびに新株予
約権割当契約により定め
る。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡については
取締役会の承認を要する。 

同左 

代用払込みに関する事項 ―――――――― ―――――――― 

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 × 
１ 

分割・併合の比率

        
既発行株式数 ＋

新規発行または処分株式数×１株当たり払込金額または処分価額

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 × 
１株当たり時価 

既発行株式数＋新規発行または処分株式数 



(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

（注）平成18年7月1日から平成18年7月31日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が187株、資本金が3,272千円、資

本準備金が3,272千円増加しました。 

(4) 【大株主の状況】 

平成18年９月30日現在 

  

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成18年4月1日～ 

平成18年9月30日 
187 25,707 3,272 589,222 3,272 532,542 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

冨加津 好 夫 東京都多摩市 4,665 18.15 

株式会社エー・アンド・デイ 埼玉県北本市朝日１丁目243番地 2,698 10.50 

宮 内   栄 埼玉県所沢市 790 3.07 

新 田   純 埼玉県所沢市 680 2.65 

生 江 隆 男 東京都東大和市 500 1.94 

冨加津 英 夫 東京都稲城市 500 1.94

﨑 山 武 美 東京都目黒区 464 1.80 

穴 澤 紀 道 東京都東大和市 435 1.69 

東   祥 弘 東京都新宿区 397 1.54 

冨加津 晳 子 東京都多摩市 360 1.40 

計 ― 11,489 44.69 



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年９月30日現在 

（注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が5株（議決権5個）含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年９月30日現在 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 25,707  25,707 ― 

単元未満株式 ― ― ― 

発行済株式総数      25,707 ― ― 

総株主の議決権 ― 25,707 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

― ― ― ― ― ― 

計 ― ― ― ― ― 



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

退任役員 

  

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 161,000 138,000 165,000 160,000 128,000 112,000 

最低(円) 135,000 87,000 77,000 98,000 101,000 87,000 

役名 職名 氏名 退任年月日 

取締役   東 祥弘 平成18年9月13日 



第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。以

下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当

中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成しており

ます。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)及

び当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の中間財務諸表について、あずさ監査法人により中

間監査を受けております。 

  

３ 中間連結財務諸表について 

当社は、子会社を有していないため、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵

省令第24号)による中間連結財務諸表は作成しておりません。 

  



【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

  

  

  

    前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(資産の部)                

Ⅰ 流動資産                

１ 現金及び預金   581,638    624,159   844,369    

２ 受取手形   91,904    9,307   10,489    

３ 売掛金   510,348    102,852   157,888    

４ たな卸資産   476,942    663,118   547,390    

５ 有価証券   444,631    334,903   304,668    

６ その他 ※３ 108,572    15,119   197,840    

  貸倒引当金   ─    △1,380   △3,199    

流動資産合計     2,214,038 85.1  1,748,079 81.9   2,059,448 84.8

Ⅱ 固定資産                

１ 有形固定資産 ※１              

(1) 建物 ※２ 65,761    59,669   62,568    

(2) 土地 ※２ 170,898    170,898   170,898    

(3) その他   25,510    38,835   66,556    

  有形固定資産合計     262,170   269,403    300,022  

２ 無形固定資産     1,409   52,255    5,904  

３ 投資その他の資産     123,843   65,005    62,634  

固定資産合計     387,423 14.9  386,663 18.1   368,561 15.2

資産合計     2,601,461 100.0  2,134,743 100.0   2,428,009 100.0

           



  

  

    前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(負債の部)                

Ⅰ 流動負債                

１ 買掛金   215,918    160,733   309,318    

２ 短期借入金   90,000    90,000   90,000    

３ 一年以内返済予定の 
長期借入金 ※２ 45,540   53,240 40,580   

４ 未払法人税等   1,800    1,981   ─    

５ 前受金   ─    9,323   11,875    

６ 賞与引当金   13,530    7,500   12,538    

７ 製品保証引当金   26,000    16,000   15,000    

８ その他   61,682    83,470   29,683    

流動負債合計     454,471 17.5  422,248 19.8   508,995 21.0

Ⅱ 固定負債                

１ 長期借入金 ※２ 59,790    85,200   39,910    

２ 退職給付引当金    36,843    44,386   40,202    

３ 役員退職慰労引当金   123,040    130,930   128,460    

固定負債合計     219,673 8.4  260,516 12.2   208,572 8.6

負債合計     674,145 25.9  682,765 32.0   717,568 29.6

(資本の部)                

Ⅰ 資本金     585,950 22.5  ─ ─   585,950 24.1

Ⅱ 資本剰余金                

１ 資本準備金   529,270    ─   529,270    

 資本剰余金合計     529,270 20.4  ─ ─   529,270 21.8

Ⅲ 利益剰余金                

１ 利益準備金   7,020    ─   7,020    

２ 任意積立金   554,000    ─   554,000    

３ 中間(当期)未処分 
  利益   251,082   ─ 34,201   

利益剰余金合計     812,102 31.2  ─ ─   595,221 24.5

Ⅳ その他有価証券評価差
額金    △5 0.0 ― ― ─ ─ 

資本合計     1,927,316 74.1  ─ ─   1,710,441 70.4

負債及び資本合計     2,601,461 100.0  ─ ─   2,428,009 100.0

           



  

  

  

    前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(純資産の部)                

Ⅰ 株主資本                

１ 資本金     ─ ─  589,222 27.6   ─ ─

２ 資本剰余金                

(1) 資本準備金   ─    532,542   ─    

資本剰余金合計     ─ ─  532,542 24.9   ─ ─

３ 利益剰余金                

(1) 利益準備金   ─    7,020   ─    

(2) その他利益剰余金                

別途積立金   ─    554,000   ─    

繰越利益剰余金   ─    △230,806   ─    

利益剰余金合計     ─ ─  330,213 15.5   ─ ─

株主資本合計     ─ ─  1,451,978 68.0   ─ ─

純資産合計     ─ ─  1,451,978 68.0   ─ ─

負債純資産合計     ─ ─  2,134,743 100.0   ─ ─

           



② 【中間損益計算書】 

  

  

  

 科目   
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 百分比

(％) 金額(千円)
百分比
(％) 金額(千円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高                

製品事業売上高   245,690    ─   690,058    

その他事業売上高   118,739 364,429 100.0 105,365 105,365 100.0 284,375 974,434 100.0

Ⅱ 売上原価     231,105 63.4  61,574 58.4   538,935 55.3

売上総利益     133,324 36.6  43,790 41.6   435,498 44.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費     280,518 77.0  308,899 293.2   588,420 60.4

営業損失    147,194 △40.4 265,108 △251.6   152,921 △15.7

Ⅳ 営業外収益 ※１   9,968 2.7  5,830 5.5   12,915 1.3

Ⅴ 営業外費用 ※２   5,422 1.4  1,402 1.3   3,314 0.3

経常損失    142,649 △39.1 260,680 △247.4   143,321 △14.7

Ⅵ 特別利益     ―   3,825 3.7   ―  

Ⅶ 特別損失 ※３   ―   7,223 6.9   ―  

税引前中間(当期) 
純損失    142,649 △39.1 264,078 △250.6   143,321 △14.7

           
法人税、住民税 
及び事業税   950   929 1,900   

           
法人税等追徴税額   ―   ― 21,296   

法人税等調整額   △56,783 △55,833 △15.3 ― 929 0.9 93,795 116,992 12.0

中間(当期)純損失    86,816 △23.8 265,007 △251.5   260,313 △26.7

前期繰越利益     337,898   ─    337,898  

中間配当額     ─   ―    43,384  

中間(当期)未処分 
利益    251,082 ─   34,201 

           



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

  

  

  

  

  

株主資本 

資本金 
資本剰余金 

資本準備金 資本剰余金合計 

平成18年３月31日残高(千円) 585,950 529,270 529,270 

中間会計期間中の変動額       

 新株予約権の行使 3,272 3,272 3,272 

 中間純損失 ─ ─ ─ 

中間会計期間中の変動額合計 
(千円) 3,272 3,272 3,272 

平成18年９月30日残高(千円) 589,222 532,542 532,542 

  

株主資本 

純資産合計 
利益剰余金 

株主資本合計 
利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(千円) 7,020 554,000 34,201 595,221 1,710,441 1,710,441 

中間会計期間中の変動額             

 新株予約権の行使 ─ ─ ─ ─ 6,545 6,545 

 中間純損失 ─ ─ △265,007 △265,007 △265,007 △265,007 

中間会計期間中の変動額合計 
(千円) ─ ─ △265,007 △265,007 △258,462 △258,462 

平成18年９月30日残高(千円) 7,020 554,000 △230,806 330,213 1,451,978 1,451,978 



④ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

科目   
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー      

１ 税引前中間(当期)純損失（△）   △142,649 △264,078 △143,321

２ 減価償却費   8,070 17,571 28,799 

３ 貸倒引当金の増減額   ─ △1,818 3,199 

４ 賞与引当金の増減額   △8,210 △5,038 △9,202 

５ 製品保証引当金の増減額   △6,600 1,000 △17,600 

６ 退職給付引当金の増減額   1,818 4,183 5,177 

７ 役員退職慰労引当金の増減額   5,120 2,470 10,540

８ デリバティブ評価損   3,610 ─ ─ 

９ 受取利息及び受取配当金   △166 △443 △322 

10 支払利息   1,812 1,402 3,314 

11 為替差損益   △2,264 △2,279 △3,453 

12 売上債権の増減額   141,373 56,218 575,247 

13 たな卸資産の増減額   △136,417 △70,510 △206,865 

14 仕入債務の増減額   △23,738 △149,658 66,911 

15 前受金の増減額   △22,950 △2,552 △11,074 

16 未収入金の増減額   ─ 61,111 △61,111 

17 未収還付消費税等の増減額   ─ 28,721 △4,459 

18 役員賞与の支払額   △15,420 ─ △15,420 

19 その他   6,272 11,036 △52,929 

小計   △190,338 △312,664 167,431 

20 利息及び配当金の受取額   123 443 322 

21 利息の支払額   △1,866 △1,227 △3,284 

22 法人税等の還付による収入   ─ 93,725 ─ 

23 法人税等の支払額   △88,889 △950 △196,827 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  △280,969 △220,672 △32,358



  

  

  

  
  
  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

科目   
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー      

１ 有価証券の取得による支出   △100,000 ― △100,000 

２ 有価証券の売却による収入   ― ― 100,000 

３ 有形固定資産の取得による 
支出 

  △16,759 △20,955 △74,532

４ 無形固定資産の取得による 
支出 

  ― △12,750 △2,750

５ 敷金保証金の差入による支出   ― △1,201 ―

６ その他   ― ― △595 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  △116,759 △34,906 △77,877

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー      

１ 長期借入金の借入による収入   ― 80,000 ―

２ 長期借入金の返済による支出   △29,360 △22,050 △54,200

３ 新株予約権の行使による収入   ― 6,545 ― 

４ 配当金の支払額   △43,384 ― △85,389 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  △72,744 64,495 △139,589

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   1,343 1,109 3,453

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額   △469,130 △189,974 △246,372 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   1,395,410 1,149,037 1,395,410

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

  926,279 959,062 1,149,037

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 



        

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券 

①その他有価証券 

時価のあるもの 

中間会計期間末日の市場価格

等に基づく時価法（評価差額

は、全部資本直入法により処

理し、売却原価は、移動平均

法により算定） 

時価のないもの 

移動平均法に基づく原価法を

採用しております。 

(2) たな卸資産 

①製品、原材料及び仕掛品 

個別法による原価法を採用し

ております。 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券 

①その他有価証券 

  

  

  

―――――――― 

  

  

時価のないもの 

同左 

  

(2) たな卸資産 

①製品、原材料及び仕掛品 

同左 

  

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券 

①その他有価証券 

    

  

  

―――――――― 

  

  

時価のないもの 

同左 

  

(2) たな卸資産 

①製品、原材料及び仕掛品 

同左 

  

２ デリバティブの評価基準及び評

価方法 

時価法によっております。  

     

―――――――― 

  

――――――――  

３ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

定率法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下の

通りであります。 

建物 ３年～26年 

(2) 無形固定資産 

ソフトウェア(自社利用分)につ

いては、社内における利用可能

期間(５年)に基づく定額法を採

用しております。 

  

３ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

同左 

  

  

  

(2) 無形固定資産 

ソフトウェア(自社利用分)につ

いては、社内における利用可能

期間(５年)に基づく定額法を採

用しております。 

ノウハウ利用権（自社利用分）

については、社内における利用

可能期間（４年）に基づく定額

法を採用しております。 

３ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

同左 

  

  

  

(2) 無形固定資産 

ソフトウェア(自社利用分)につ

いては、社内における利用可能

期間(５年)に基づく定額法を採

用しております。 

  

４ 引当金の計上基準 

  

  

  

―――――――― 

  

  

  

  

(1) 賞与引当金 

従業員賞与の支給に備えるた

め、賞与支給見込額の当中間

会計期間負担額を計上してお

ります。 

４ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権について

は貸倒実績率より、貸倒懸念

債権等特定の債権については

個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上してお

ります。 

（2）賞与引当金 

同左 

  

４ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

  同左 

  

  

  

  

  

  

（2）賞与引当金 

従業員賞与の支給に備えるた

め、賞与支給見込額の当期負

担額を計上しております。 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(2) 製品保証引当金 

製品の無償補修費用の支出に

備えるため、売上高に対する

過去の支出割合に基づき必要

額を計上しております。 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、中間会計期間末退職給付

 （3）製品保証引当金 

同左 

  

  

  

（4）退職給付引当金 

同左 

  

（3）製品保証引当金 

同左 

  

  

  

(4) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付



債務を計上しております。 

  

  

  

(4) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく中間

会計期間末要支給額を計上し

ております。 

  

  

  

  

（5）役員退職慰労引当金 

同左 

債務の見込額に基づき、当

期末において発生している

と認められる額を計上して

おります。 

(5) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく期末

要支給額を計上しておりま

す。 

５ リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。 

５ リース取引の処理方法 

同左 

５ リース取引の処理方法 

同左 

６ ヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 

為替予約について、振当処

理を採用しております。 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

  製品輸出による外貨建売上

債権に対し、為替予約を行

っております。 

(3) ヘッジ方針 

事業活動から生じる為替変

動リスクを回避するため、

デリバティブ取引を利用し

ております。 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

デリバティブ取引が為替予

約の振当処理の適用要件を

充足していることを確認し

ております。 

  

  

６ ヘッジ会計の方法 

   

  

  

  

  

  

  

―――――――― 

  

  

６ ヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 

為替予約について、振当処理

を採用しております。 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

  製品輸出による外貨建売上債

権に対し、為替予約を行って

おります。 

(3) ヘッジ方針 

事業活動から生じる為替変動

リスクを回避するため、デリ

バティブ取引を利用しており

ます。 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

デリバティブ取引が為替予約

の振当処理の適用要件を充足

していることを確認しており

ます。 



  

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 

 至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 

 至 平成18年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成17年４月１日 

 至 平成18年３月31日) 

７ 中間キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

  キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金(現金及び現金同等物)

は、手許現金、随時引き出し可

能な預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還期限

の到来する短期投資からなって

おります。 

７ 中間キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

同左 

７ キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲 

同左 

８ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

①消費税等の処理方法 

  消費税等の会計処理は、税抜方

式によっております。 

８ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

①消費税等の処理方法 

同左 

８ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

①消費税等の処理方法 

同左 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成

14年８月９日））及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会  平成15年

10月31日 企業会計基準適用指針第

６号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

  

──────── 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度から「固定資産の減損

に係る会計基準」（「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年

８月９日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準委員会  平成15年10月31

日 企業会計基準適用指針第６号）

を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

──────── 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等） 

当中間会計期間から「貸借対照表 

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号）

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は1,451,978千円で

あります。 

中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間財

務諸表は、改正後の中間財務諸表等

規則により作成しております。 

──────── 

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成18年９月30日) 

前事業年度末 
(平成18年３月31日) 



  

(中間損益計算書関係) 

  

  

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

  116,036千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

  135,352千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

  135,748千円

※２ 担保資産及び担保付債務 

   担保に供している資産は次の

通りであります。 

建物 65,442千円

土地 170,898千円

計 236,340千円

※２ 担保資産及び担保付債務 

   担保に供している資産は次の

通りであります。 

建物 59,425千円

土地 170,898千円

計 230,323千円

※２ 担保資産及び担保付債務 

   担保に供している資産は次の

通りであります。 

建物 62,295千円

土地 170,898千円

計 233,193千円

   担保付債務は以下の通りであ

ります。 

一年内返済予定 
の長期借入金 

45,540千円

長期借入金 59,790千円

計 105,330千円

   担保付債務は以下の通りであ

ります。 

一年内返済予定
の長期借入金 

53,240千円

長期借入金 85,200千円

計 138,440千円

   担保付債務は以下の通りであ

ります。 

一年内返済予定 
の長期借入金 

40,580千円

長期借入金 39,910千円

計 80,490千円

※３ 消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、流動資産の

その他に含めて表示しており

ます。 

※３ 消費税等の取扱い 

同左 

――――― 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 81千円

為替差益 8,990千円

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 141千円

為替差益 2,365千円

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 187千円

為替差益 11,753千円

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 1,812千円

デリバティブ評
価損 

3,610千円

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 1,402千円

    

※２ 営業外費用の主要項目 

  

支払利息 3,314千円

――――― ※３ 特別損失の主要項目 

過年度租税公課 7,223千円

――――― 

   

４ 減価償却実施額 

有形固定資産 7,890千円

無形固定資産 180千円

４ 減価償却実施額 

有形固定資産 10,182千円

無形固定資産 7,388千円

４ 減価償却実施額 

有形固定資産 27,614千円

無形固定資産 1,185千円



(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

  
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

新株予約権行使による増加 187株 

           

２ 自己株式に関する事項 

該当事項はありません。 
  

３ 新株予約権等に関する事項 

(注) １ 目的となる株式の数は、権利行使可能数を記載しております。 

２ 目的となる株式の数の変動事由の概要 

  平成15年新株予約権の減少は、権利行使によるものであります。 

３ 上表の新株予約権は、すべて権利行使可能なものであります。 

   
  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 
   該当事項はありません。 

 (2) 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間後となるもの 

該当事項はありません。 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式(株)     25,520        187     －     25,707 

会社名 内訳 
目的となる 
株式の種類 

目的となる株式の数（千株） 当中間会計
期間末残高
（千円） 

前事業
年度末 

増加 減少 
当中間 
会計期間末 

提出会社 
平成15年新株予約

権 
普通株式 1,356 ― 187 1,169 ― 

合計 1,356 ― 187 1,169 ― 



(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

(平成17年９月30日現在) 

現金及び預金勘定 581,638千円

３ヶ月以内に償還 
期限の到来する 
短期投資 

344,641千円

現金及び現金同等物 926,279千円

現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

(平成18年９月30日現在) 

現金及び預金勘定 624,159千円

３ヶ月以内に償還
期限の到来する 
短期投資 

334,903千円

現金及び現金同等物 959,062千円

現金及び現金同等物の期末残高と

貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

(平成18年３月31日現在) 

現金及び預金勘定 844,369千円

３ヶ月以内に償還
期限の到来する 
短期投資 

  304,668千円

現金及び現金同等物 1,149,037千円



(リース取引関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引に係

る注記 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引に係

る注記 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引に係

る注記 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

中間期末
残高相当
額 
(千円) 

その他
（工具器 
具及び 
備品） 

3,511 1,881 1,630

  
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(千円) 

中間期末
残高相当
額 

(千円) 
その他
（工具器 
具及び 
備品） 

7,164 199 6,965

取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高
相当額 
(千円) 

その他
（工具器
具及び 
備品） 

3,511 2,131 1,379 

(注) 取得価額相当額は、未経

過リース料中間期末残高

が有形固定資産の中間期

末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み

法により算定しておりま

す。 

(注) 取得価額相当額は、未経

過リース料中間期末残高

が有形固定資産の中間期

末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み

法により算定しておりま

す。 

(注) 取得価額相当額は、未経

過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いた

め、支払利子込み法によ

り算定しております。 

(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

(注) 未経過リース料の中間期

末残高相当額は、未経過

リース料中間期末残高が

有形固定資産の中間期末

残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法

により算定しておりま

す。 

１年内 501千円

１年超 1,128千円

合計 1,630千円

(2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

(注) 未経過リース料の中間期

末残高相当額は、未経過

リース料中間期末残高が

有形固定資産の中間期末

残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法

により算定しておりま

す。 

１年内 1,194千円

１年超 5,771千円

合計 6,965千円

(2) 未経過リース料期末残高相当

額 

(注) 未経過リース料の期末残

高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払

利子込み法により算定し

ております。 

１年内 501千円

１年超 877千円

合計 1,379千円

(3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 250千円

減価償却費相当額 250千円

(3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 199千円

減価償却費相当額 199千円

(3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 501千円

減価償却費相当額 501千円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、

残存価額をゼロとする定額法

によっております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、

残存価額をゼロとする定額法

によっております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、

残存価額をゼロとする定額法

によっております。 



(有価証券関係) 

前中間会計期間末（平成17年9月30日） 

 １ 時価のある有価証券 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

当中間会計期間末（平成18年9月30日） 

1 時価評価されていない主な有価証券 

  

前事業年度末(平成18年３月31日) 

１ 時価評価されていない主な有価証券 

  

区分 取得原価（千円）
中間貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円） 

（1）その他有価証券 
  ①債券 
    社債 

  
  

100,000 
  

99,990 

  
  
10 

計 100,000 99,990 10 

内容 中間貸借対照表計上額（千円） 

（1）その他有価証券 
  ①MMF（マネー・マネジメント・フ

ァンド） 
344,641

計 344,641 

内容 中間貸借対照表計上額（千円） 

（1）その他有価証券 
  ①MMF（マネー・マネジメント・フ

ァンド） 
334,903

計 334,903 

内容 貸借対照表計上額（千円） 

（1）その他有価証券 
  ①MMF（マネー・マネジメント・フ

ァンド） 
304,668

計 304,668 



(デリバティブ取引関係) 

前中間会計期間末(平成17年９月30日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

  １ 通貨関連 

  （注）ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

  

当中間会計期間末(平成18年９月30日) 

   デリバティブ取引は全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

前事業年度末(平成18年３月31日) 

1 取引の時価等に関する事項 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

ヘッジ会計を適用しているため、開示の対象となる取引はありません。 

(ストック・オプション等関係) 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

該当事項はありません。 

 (持分法損益等) 

前中間会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため、記載しておりません。 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため、記載しておりません。 

前事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため、記載しておりません。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

(１株当たり情報) 

種類 契約額等（千円） 
契約額等のうち１年超

（千円） 
時価（千円） 評価損益（千円） 

  
為替予約取引 
売建（米ドル） 

  
199,800 

  
― 203,409 △3,610 

合計 199,800 ― 203,409 △3,610 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 



(注) 算定上の基礎 

１株当たり中間(当期)純損失 

  

  

(重要な後発事象) 

前中間会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

該当事項はありません。 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

該当事項はありません。 

前事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

  

  

  

１株当たり純資産額 75,521.79円 １株当たり純資産額 56,481.82円 １株当たり純資産額 67,023.56円

１株当たり中間純損失 3,401.88円 １株当たり中間純損失 10,358.34円 １株当たり当期純損失 10,200.35円

潜在株式調整後１株当たり中間

純利益については、潜在株式は存

在しますが１株当たり中間純損失

であるため記載しておりません。 

同左 潜在株式調整後１株当たり当期純
利益については、潜在株式は存在し
ますが１株当たり当期純損失である
ため記載しておりません。 

項目 
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

(中間)損益計算書上の中間
(当期)純損失(千円) 

86,816 265,007 260,313

普通株式に係る中間(当期)
純損失(千円) 

86,816 265,007 260,313

普通株主に帰属しない金額
の主要な内訳(千円) 

― ― ―

普通株主に帰属しない金額
(千円) 

― ― ―

普通株式の期中平均株式数
(株) 

25,520 25,584 25,520

希薄化効果を有しないた

め、潜在株式調整後１株当

たり中間(当期)純利益の算

定に含まれなかった潜在株

式の概要 

新株予約権1,356個
  

 平成13年改正旧商法

第280条の20及び第280

条の21の規定に基づき

発行した新株予約権

（平成15年6月27日 定

時株主総会において決

議） 

新株予約権1,169個
  

  同左 

  

新株予約権1,356個 
  

  同左 

  



(2) 【その他】 

  

  

該当事項はありません。  

   



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

（1）有価証券報告書及びその添付書類 

   事業年度 第21期(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)平成18年6月28日関東財務局長に提出。 

  

（2）有価証券報告書の訂正報告書 

訂正報告書（上記（1）有価証券報告書の訂正報告書）を平成18年7月19日関東財務局長に提出。 

  

  

  

  



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



  

独立監査人の中間監査報告書 

  
平成17年12月14日

株式会社 ホロン 

取締役会 御中 

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社ホロンの平成17年4月1日から平成18年3月31日までの第21期事業年度の中間会計期間（平成17年4月1日か

ら平成17年9月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシ

ュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に

中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必

要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する

意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に

準拠して、株式会社ホロンの平成17年9月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成17

年4月1日から平成17年9月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示してい

るものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上

  

  

  
 

あ ず さ 監 査 法 人 

指定社員   
業務執行社員 

公認会計士 長  澤  正  浩  ㊞ 

指定社員   
業務執行社員 

公認会計士 都  甲  孝  一  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管してい

る。 



  

独立監査人の中間監査報告書 

  
平成18年12月19日

株式会社 ホロン 

取締役会 御中 

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社ホロンの平成18年4月1日から平成19年3月31日までの第22期事業年度の中間会計期間（平成18年4月1日か

ら平成18年9月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変

動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に

中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必

要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する

意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に

準拠して、株式会社ホロンの平成18年9月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成18

年4月1日から平成18年9月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示してい

るものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上

  

  
 

あ ず さ 監 査 法 人 

指定社員   
業務執行社員 

公認会計士 長  澤  正  浩  ㊞ 

指定社員   
業務執行社員 

公認会計士 都  甲  孝  一  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管してい

る。 
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